
（農業技術研究業務勘定）

（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 7,671,573,922

たな卸資産 58,507,237

前渡金 42,689,896

前払費用 7,171,696

未収金 296,508,378

その他流動資産 3,888,710

流動資産合計 8,080,339,839

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物　　　 71,273,010,373

　　減価償却累計額 9,205,149,133 62,067,861,240

構築物 13,893,945,595

　　減価償却累計額 2,878,230,262 11,015,715,333

機械装置 2,186,102,437

　　減価償却累計額 879,644,228 1,306,458,209

車両運搬具 491,313,856

　　減価償却累計額 231,369,003 259,944,853

工具器具備品 14,703,315,047

　　減価償却累計額 7,367,749,400 7,335,565,647

土地 168,523,587,397

建設仮勘定 162,668,013

その他の有形固定資産 1,293,528,245

有形固定資産合計 251,965,328,937

２　無形固定資産

実用新案権 136,575

ソフトウェア 137,273,055

電話加入権 41,614,500

工業所有権仮勘定 61,266,564

無形固定資産合計 240,290,694

３　投資その他の資産

長期前払費用 3,195,593

預託金 31,100,970

投資その他の資産合計 34,296,563

固定資産合計 252,239,916,194

資産合計 260,320,256,033

勘定別財務諸表

貸借対照表（農業技術研究業務勘定）
（平成１７年３月３１日現在）
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（農業技術研究業務勘定）

（単位：円）

貸借対照表（農業技術研究業務勘定）
（平成１７年３月３１日現在）

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 615,588,394

未払金 3,439,465,788

未払費用 186,051,607

未払法人税等 76,791,200

未払消費税等 18,536,072

リース債務 243,843,573

前受金 500,000

預り金 267,987,812

流動負債合計 4,848,764,446

Ⅱ　固定負債

リース債務 270,783,917

資産見返負債

資産見返運営費交付金 6,864,091,606

資産見返寄付金 49,521,721

資産見返物品受贈額 1,966,165,894

建設仮勘定見返運営費交付金 47,215,361

工業所有権仮勘定見返運営費交付金 53,278,532 8,980,273,114

固定負債合計 9,251,057,031

負債合計 14,099,821,477

資本の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 238,502,758,786

資本金合計 238,502,758,786

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 15,995,757,621

損益外減価償却累計額（－） -12,068,767,357

損益外固定資産除売却差額（－） -1,015,027,316

資本剰余金合計 2,911,962,948

Ⅲ　利益剰余金

研究用機器整備積立金 8,072

積立金 4,709,025,447

当期未処分利益 96,679,303

（うち当期総利益 96,679,303 )

利益剰余金合計 4,805,712,822

資本合計 246,220,434,556

負債資本合計 260,320,256,033
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（農業技術研究業務勘定）

経常費用 （単位：円）
研究業務費

給与、賞与及び諸手当 17,248,719,229
法定福利費・福利厚生費 1,897,274,110
退職金 1,969,460,650
その他人件費 1,469,891,549
外部委託費 2,336,183,648
研究材料消耗品費 3,627,168,090
支払リース料・賃借料 263,795,563
減価償却費 2,773,928,411
保守・修繕費 1,807,617,316
旅費交通費 795,464,789
水道光熱費 1,738,075,772
図書印刷費 577,826,387
雑費 452,815,436 36,958,220,950

一般管理費
役員報酬 123,501,949
給与、賞与及び諸手当 2,816,909,702
法定福利費・福利厚生費 461,095,064
退職金 487,459,948
その他人件費 139,869,145
消耗品費 200,902,471
支払リース料・賃借料 72,334,944
減価償却費 228,597,640
保守・修繕費 788,097,072
旅費交通費 82,664,545
水道光熱費 199,607,232
図書印刷費 63,618,248
雑費 298,351,121 5,963,009,081

財務費用
支払利息 19,012,501

経常費用合計 42,940,242,532

経常収益
運営費交付金収益 34,924,829,915
事業収益 206,121,489
受託収入

政府等受託収入 5,040,394,311
その他受託収入 375,388,855 5,415,783,166

施設費収益 71,393,101
資産見返負債戻入 2,468,086,390
財務収益

受取利息 141,558 141,558
雑益 38,600,543
経常収益合計 43,124,956,162

経常利益 184,713,630

臨時損失
固定資産除却損 91,505,713
固定資産売却損 2,108,681
災害復旧費 88,995,002 182,609,396

臨時利益
固定資産売却益 1,735,370
資産見返負債戻入 92,932,999
保険金収入 79,458,900 174,127,269

税引前当期純利益 176,231,503
法人税，住民税及び事業税 79,552,200

当期純利益 96,679,303
当期総利益 96,679,303

損益計算書（農業技術研究業務勘定）
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
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（農業技術研究業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料・商品又はサービスの購入による支出 -11,924,855,454
人件費支出 -26,540,617,187
その他の業務支出 -1,373,996,701
運営費交付金収入 36,040,211,000
受託収入 5,394,410,038
手数料収入 39,434,135
その他事業収入 268,704,956

小計 1,903,290,787
利息の受取額 141,558
利息の支払額 -19,012,501
法人税等の支払額 -38,464,000

    業務活動によるキャッシュ・フロー 1,845,955,844

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 -9,178,689,225
有形固定資産の売却による収入 10,439,045
無形固定資産の取得による支出 -84,917,537
施設費による収入 2,244,005,956

    投資活動によるキャッシュ・フロー -7,009,161,761

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入れによる収入 4,420,428,350
リース債務返済による支出 -236,332,281

    財務活動によるキャッシュ・フロー 4,184,096,069

Ⅳ 資金減少額 -979,109,848

Ⅴ 資金期首残高 8,650,683,770

Ⅵ 資金期末残高 7,671,573,922

キャッシュ・フロー計算書（農業技術研究業務勘定）
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日)
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（農業技術研究業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

研究業務費 36,958,220,950

一般管理費 5,963,009,081

財務費用 19,012,501

臨時損失 182,609,396

法人税等 79,552,200 43,202,404,128

（２）（控除）自己収入等

事業収益 -206,121,489

受託収入 -5,415,783,166

資産見返寄付金戻入 -8,278,225

財務収益 -141,558

雑益 -38,600,543

固定資産売却益 -1,735,370

保険金収入 -79,458,900 -5,750,119,251

業務費用合計 37,452,284,877

Ⅱ　損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 3,620,898,449

損益外固定資産除売却相当額 166,574,812

損益外減価償却等相当額合計 3,787,473,261

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 -1,027,970,734

Ⅳ　機会費用

3,152,923,897

106,669,309 3,259,593,206

Ⅴ　（控除）法人税等 -79,552,200

Ⅵ　行政サービス実施コスト 43,391,828,410

行政サービス実施コスト計算書（農業技術研究業務勘定）

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

無利子又は通常よりも有利な条件に
よる融資取引による機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用
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（農業技術研究業務勘定）

重要な会計方針（農業技術研究業務勘定）

(1) 　運営費交付金収益の計上基準
費用進行基準を採用しています。

(2) 　減価償却の会計処理方法
① 有形固定資産

定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ７～５０年
構築物 ５～５０年
機械装置 ４～７年
車両運搬具 ３～７年
工具器具備品 ４～５年

② 無形固定資産
定額法を採用しています。

(3) 　退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

(4) 　たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 製品

最終仕入原価法を採用しています。
② 未成受託研究支出金

個別法による原価法を採用しています。
③ 消耗品及びその他の貯蔵品

最終仕入原価法を採用しています。

(5) 　行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
① 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成１７年３月末利回りを参考に1.320％で計算しております。
②

１０年利付国債の平成１７年３月末利回りを参考に1.320％で計算しております。

(6) 　リース取引の処理方法

(7) 　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式を採用しています。

　 リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理を行っています。

　 また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損益外減価
償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。

　 退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。

 　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法
に準じた会計処理を行っています。

　 なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３～５年）に基づい
ています。

　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、事業年度末に在職
する役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を
控除した額から、業務費用として計上されている退職給与の額を控除して計算しております。

政府又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算
に使用した利率
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（農業技術研究業務勘定）

注記事項（農業技術研究業務勘定）

(1) 　貸借対照表
① 運営費交付金から充当されるべき退職一時金の見積額 22,658,649,253 円

② オペレーティング・リースの取引
1) 貸借対照表日後１年以内のリース期間に係る未経過リース料 46,913,465 円
2) 貸借対照表日後１年を超えるリース期間に係る未経過リース料 30,447,037 円

(2) 　キャッシュ・・フロー計算書
① 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 7,671,573,922 円

② 重要な非資金取引
1) 寄付による資産の取得

工具器具備品 19,887,734 円
ソフトウエア 997,500 円

計 20,885,234 円
2) ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 110,369,707 円
3) 独立行政法人施設整備事業無利子借入金の償還金と当該無利子借入金に係る償還時補助
金の相殺額 8,392,200,517 円

(3) 　行政サービス実施コストに準ずる費用関係

　筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用　　 339,966,749 円

　独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は
次のとおりであります。
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（農業技術研究業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 96,679,303

当期総利益 96,679,303

Ⅱ　利益処分額

積立金 96,679,303
独立行政法人通則法第44条第3項により
主務大臣の承認を受けようとする額 0 96,679,303

利益の処分に関する書類（農業技術研究業務勘定）
（平成１７年９月６日）
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